






























































北米(%) ANIES(%) ASEAN(%) その他仰 5十
金属製品 31 18.8 71 43.0 34 20.6 29 17.6 165 
一般機械 114 27.1 121 28. 7 61 14.5 125 29.7 421 
電気機器 180 20.0 305 34.0 163 18.2 250 27.8 898 
輸送用機器 13 14.6 12 13.5 33 37.1 31 34.8 89 
自動車・部品 130 36.0 78 21. 6 73 20.2 80 22.2 361 
精密機器 25 18. 1 51 37.0 15 10.9 47 34.1 138 




進出先は，北米が23.4%. アジアNIESが 表 2 日本の親企業の海外進出
30.8%. ASEAN ( シ ン ガ ポ ールを除く(%)
が18.3%であり，アジア地域の比重が大きい 既に進出 55.0 
ことがわかる。特に輸送用機器，自動車部品 進出の可能性大 6.7 
ではASEAN向けの進出がそれぞれ37.1 進出の可能性小 17.4 



























































































91. 8 6.8 
176 26 
80.7 11. 9 
188 27 





































北米 IANIESIASEANI その他 計
既に進出 21 19 
(%) 42.9 38.8 
予定・検討中 41 15 






























6 3 49 
12.2 6.1 100.0 
21 8 85 































完蹴メ) I鋪品部品| 部品メー 原材料メー 計(%)
体の| 力一749D %l ) メーカー σ6')
カー(%) カー(%)
11 18 6 105 100.0 
現地 70.0 5 45.5 13 72.2 16.7 68 64.8 
販路拡大
輸入制限 6 8.6 9.1 O 0.0 O 0.0 7 6. 7 
輸 出 23 32.9 6 54.5 8 44.4 3 50.0 40 38. 1 
日 本 14 20.0 6 54.5 7 38.9 2 33.3 29 27.6 
第 3 国 14 20.0 3 27.3 2 11.1 16.7 20 19.0 
低労賃 33 47.1 8 72.7 12 66.7 3 50.0 56 53.3 
技術協力 23 32.9 4 36.4 5 27.8 16. 7 33 31. 4 




国日本へ輸と第出 3 日本へ輸出 輸第出3国へ 輸出なし 計
低労賃あり 8 13 8 27 56 
(%) 14.3 23.2 14.3 48.2 100.0 
低労賃なし 7 3 38 49 




国日本へ輸と第出3 日本へ輸出 第輸出3国へ 輸出なし 言十
低労賃あり 4 7 6 16 33 
(%) 12.1 21. 2 18.2 48.5 100.0 
低労賃なし 2 3 31 37 





国日本へ輸と第出 3 日本へ輸出 第輸出3国へ
低労賃あり 3 2 O 
(%) 37.5 25.0 0.0 
低労賃なし O O 




国日本へ輸と第出 3 日本へ輸出 輸第出3国へ
低労賃あり 4 
(%) 8.3 33.3 8.3 
低労賃なし O 2 O 





低労賃あり O O 
(%) 0.0 0.0 33.3 
低労賃なし O 2 O 


































タイ(%) 日本(%) 第3国(%) 計(%)
金属製品 3 100.0 
一般機械 6 85. 7 
電 気機器 5 38.5 
輸送用機器 3 100.0 
自動車・部品 8 72.7 
精 密機器 O 0.0 










0.0 O 0.0 3 100.0 
0.0 14.3 7 100.0 
46.2 2 15.4 13 100.0 
0.0 O 0.0 3 100.0 
18.2 2 18.2 1 100.0 
100.0 。 0.0 1 100.0 
23.7 5 13.2 38 100.0 
タイ(%) 日本(%) 第 3国(%) 計(%)
金属製品 33.3 
一般機械 3 50.0 
電気機器 3 25.0 
輸送用機器 3 75.0 
自動車・部品 20.0 
精 密機器 O 0.0 





















66.7 O 0.0 3 100.0 
50.0 O 0.0 6 100.0 
66.7 8.3 12 100.0 
50.0 O 0.0 4 100.0 
40.0 20.0 5 100.0 
100.0 O 0.0 2 100.0 









































































全 体 30.9% 16.8% 
エンジン部品 28.4 10.2 
電装部品 25.5 12.2 
駆動系部品 24.2 14.5 
懸架系部品 21. 7 26.1 
車 体 部 品 58. 1 27.4 























































日系メーカー 他のメーカー 自動車以外 独自ルート
全 体 47.7% 9.2% 24.1% 18.9% 
o E 50%以上 65.3 12.7 17.0 5.0 
o E 50%未満 12.0 2.2 38.5 47.3 
専用部品を生産 55.3 11. 2 11. 9 21. 6 
汎用部品を生産 36.9 6.4 41. 5 15.1 
従業員200人以上 53.4 8.9 36.6 1.1 





25%未満 50%未満 75%未満 100%以下
タイ自動車 23.5% 23.5% 29.4% 23.5% 
日本自動車 5.9 22.0 28.2 44.0 
タイ電機 20.0 26.7 33.3 20.0 













































































































































自社が決める 64. 7 
その他、 5.9 
(資料)アジア経済研究所(1989) タイ編。
表24 下請取引の安定性
ものとしている。タイの金属加工下請の取引
はほとんど不安定なものである。
以上の表21-24に基づく評価をまとめる
と，タイの金属加工下請は，①親企業から原
材料の供給を受けているものが多い，②親企
業の技術指導を受けているものは限られる，
①下請企業の側が単価を決めることが多い，
①取引は不安定なものである，ということが
できる。つまり，タイの金属加工下請は親企
業から原材料供給を受けているものが多いと
(%) はいえ，親企業とのつながりは概して弱いも
規則的で安定 5.9 
規則的だが不安定 35.3 
安定だが不規則 5.9 
不規則で不安定 52.9 
(資料)アジア経済研究所(1989) タイ編。
から技術指導を受けていないものは全体の
76.5%である。したがって，タイの金属加工
下請で親企業から技術指導を受けているもの
は一部に限られている。
それでは，タイの金属加工下請においてそ
の単価の決定はどのように行われているので
あろうか。
表23によれば，下請企業自らが単価を決定
するものは全体の64.7%である。また，入札
で決めるものが23.5%，親企業との交渉で決
めるものが17.6%である。親企業が一方的に
単価を決めるものは全体の5.9%fこ過ぎない。
タイの金属加工下請においては，下請企業の
側が単価を決める場合が支配的である。
最後に，タイの金属加工下請においてその
取引は安定的なのであろうか。
表24によれば，金属加工下請の取引が不規
則で不安定とするものが全体の52.9%であ
る。また，下請取引が規則的ではあるが不安
定とするものが全体の35.3%である。つまり，
金属加工下請の88.2%がその取引を不安定な
のである。このことと金属加工下請の l位依
存率が小さいことをあわせて考えれば，タイ
の金属加工下請は浮動的な取引関係の下にあ
るといえる。つまり，タイの 2次 3次下請
は浮動的な下請関係の下にあるのである。
3 -4.小括
3-1"'3-3.の分析をまとめると以下
のようになる。
3 -1.では，タイの支援産業の主なもの
は，アパレル関連産業，紙関連産業，機械関
連産業であることを明らかにした。
3 -2.では，①日系部品メーカーを中心
にタイで調達できる自動車部品はまあまああ
る，②自動車部品メーカーは日系メーカーと
のつながりが強い，③自動車-電機部品メー
カーの特定の親企業に対する依存率は小さく
はない，つまり，そこでは専属的な下請関係
が形成されつつある，ということを明らかに
した。
3 -3.では，①タイの金属加工下請は 2
次， 3次下請が多い，②タイの金属加工下請
は特定の親企業に対する依存率が小さい，①
タイの金属加工下請は親企業とのつながりが
弱い，つまり，浮動的な下請関係の下にある，
ということを明らかにした。
以上のことから，タイの機械関連の下請関
45 
係では l次下請層は日系メーカーの働きかけ 業の国際的な経営戦略の下ですすめられてい
もあって親企業との間に専属的な下請関係を るのである。
形成しつつあるが 2次 3次下請層は依然
として浮動的な下請関係の下にあるといえ
る。
4 .むすび
本稿の課題は，タイの企業間関係，特に機
械関連の下請関係の特徴を明らかにすること
であった。
2.では，日本企業の海外進出先とタイへ
の進出目的をみた。そこでは，日本の機械関
連メーカーは輸出と低労賃利用を目的として
タイに進出しており，その取引は国際的な取
引関係の中に位置付けられるということがわ
かった。
3.では，タイの機械関連の下請関係，具
体的にはタイの自動車・電機部品メーカーと
金属加工下請について検討した。そこでは，
タイの機械関連の下請関係では 1次下請層は
日系メーカーの働きかけもあって親企業との
問に専属的な下請関係を形成しつつあるが，
2次 3次下請層は依然として浮動的な下請
関係の下にあるという結論を得た。
結局，タイの 1次下請層の専属化は日本企
(付記)本稿の作成にあたり，制}瑳林会より
研究奨励金を得たことに感謝致します。
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